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自動化ソフトウェアとテレワークは代替的か？ 

日本における予備的証拠についての研究 

1．本研究のポイント 

 本研究は、人工知能（AI）とテレワークなどのリモートインテリジェンス（RI）の労働代替性を

職業レベルで明らかにすることを目的としています。新型コロナ禍で、大久保敏弘研究室（慶應

義塾大学）と NIRA 総合研究開発機構が継続的に実施してきた、約 1 万人の就業者から収集し

た調査データを用いて分析しました。 
 その結果、職業レベルでみると、AI と RI を促進するソフトウェアの利用状況は正の相関が確認

されました。また、新型コロナパンデミックを外生的ショックとし、2020 年 3 月から 2022 年 6
月にかけて、AI および RI を促進するソフトウェアの使用がどのように変化したかを見ると、RI
の利用と AI の利用が高まっていることがわかりました。 

 また、将来の RI の利用について肯定的回答が多かった職業は、将来の AI の利用についても肯

定的な回答が多いことが確認されました。 
 これらの結果から、AI と RI が補完的であることが示唆されました。 
 なお、AI と RI の利用可能性を日米で比較すると、日本の職業はいずれの利用可能性も米国に比

べて低いことが確認されました。 
 

2．研究背景 

 2020 年初頭からはじまった、新型コロナ感染症との闘いは依然として続いているものの、世界で

は、ポストコロナに向けた経済社会システムの変革が次々と起きています。 
企業では、遠隔での業務の実施や業務の自動化など、デジタル技術を活用した変革が進んでいます。

現状では、テレワークの多くは国内労働者によって行われていますが、リモートにいる外国人労働者

の活用が進み、「テレマイグレーション」と呼べる現象が起きています。また、生成 AI に代表される

ように、従来、サービス部門の事務職や専門職が行っていた仕事を自動化するソフトウェアやロボッ

トの導入が進んでいます。 
グローバル化とサービス部門業務の自動化という、2 つの新たなトレンドの融合は、総称して

「Globotics Upheaval」と呼ばれていますが（Baldwin, 2019）、両者がどのような関係にあるのか明

慶應義塾大学経済学部の大久保敏弘教授はジュネーブ高等国際問題・開発研究所の Richard Baldwin 
教授との共同研究により、人工知能(AI)と空間に縛られずどこでも働けるリモートインテリジェンス

（RI）が、サービス産業の文脈において、代替関係にあるのか補完関係にあるのかを、日本のデータを

用いて実証分析しました。 
結果、AI と RI は代替関係にはなく、補完関係であることを示唆する予備的結果が得られました。 

自動化とテレワークが多くの職業で技術的に可能になる中、本結果は、労働の将来に対する貴重な洞察

を提供するものです。本研究成果は、2023 年 9 月 20 日に、国際的な査証付きジャーナル The World 
Economy（オンライン）に掲載されました。 
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らかではありません。遠く離れたテレワーカーと、サービス業務自動化ソフトウェアが雇用に及ぼす

影響は現実的な懸念であり、両者の関係を明らかにすることは、労働の将来に対する貴重な洞察を提

供するものと言えます。 

3．研究内容・成果 
デジタル技術は、テレワークやリモートインテリジェンス（RI）を可能とし、オフィスを空間的に

分離します。また、人工知能（AI）はサービス部門の業務の自動化を促進することで、仕事のあり方

を再構築しつつあります。両者が雇用に及ぼす影響には社会的に大きな懸念がありますが、AI と RI
の関係性は明らかではありません。例えば、AI によるチャットボットが遠隔地のコールセンターの

労働者に置き換わるのであれば、両者は代替関係にあります。一方、自動翻訳により、非英語圏の労

働者が英語圏の仕事を引き受けられるようになるのであれば、両者は補完関係にあります。 
大久保敏弘研究室（慶應義塾大学）と NIRA 総合研究開発機構が継続的に実施してきた、約 1 万人

の就業者から収集した調査では、労働者に AI や RI の利用状況、将来の AI、RI の利用についての期

待、また、AI や RI は自分の仕事と代替的か補完的かを尋ねています。新型コロナ禍のテレワーカー

の増加は、パンデミックによって直接誘発されましたが、自動化ソフトウェアの利用はそうではなか

ったことを考えると、AI と RI の利用に正の相関があれば両者は補完関係にあることが示唆され、負

の相関があれば代替関係にあることが示唆されます。そこで、これらのデータを用いて、日本の文脈

における AI と RI の職業レベルでの代替可能性を実証分析しました。 
その結果、職業レベルでみると、AI と RI を促進するソフトウェアの利用状況は正の相関が確認さ

れました。特に、オフィスワーカー、専門職は AI と RI を促進するソフトウェアの利用率が高いこと

がわかりました。また、新型コロナパンデミックを外生的ショックとし、2020 年 3 月から 2022 年 6
月にかけて、AI および RI を促進するソフトウェアの使用がどのように変化したかを見ると、RI の

利用が高まるにつれて、AI の利用が高まっていることがわかりました。これらの結果は、AI と RI は
代替的ではなく、補完的であることを示唆しています。 
また、将来の RI の利用について肯定的回答が多かった職業は、将来の AI の利用についても肯定的

な回答が多く、職業間で高い相関が確認されました。これは、AI と RI が代替関係にあるという考え

に反し、補完関係であることを示唆する結果と言えます。 
なお、AI と RI の利用可能性を日米で比較すると、両国共通して、職業によって AI、RI の利用可

能性は職業ごとに大きな違いがあること、日本の職業はいずれの利用可能性も米国に比べて低いこと

が確認されました。 
 
本研究論文は国際的な査証付きジャーナルに掲載されました。 

Baldwin,R., & Okubo,T. (2023) “Are software automation and teleworkers substitutes? 
Preliminary evidence from Japan”, The World Economy.（オンライン） 

 
4．これまでの研究と今後の展開 
これまで大久保敏弘教授は、大規模自然災害における国際貿易や空間経済学の研究を国際共同研

究と国際学術ジャーナルへの掲載を中心に積極的に行ってきました。具体的には、阪神大震災にお

ける企業の存続や生産性に関する実証研究（研究 1）、東日本大震災における企業の防災、BCP や互

助が企業活動の再開にどう影響するかに関する実証研究（研究 2）、関東大震災における横浜市内の

企業における創造的破壊仮説（研究 3）や震災手形と中小企業金融に関する数量経済史研究（研究

4）、東日本大震災後の人々の幸福度の変化と原発からの地理的な距離の影響（研究 5）、伊勢湾台風

における企業の被災と復興・成長（研究 6）、戦間期における災害による産業の成長と衰退 (研究
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7)、スペイン風邪における非医薬品介入（NPI）の効果の推計（研究 8）などで、それぞれトップク

ラスの国際的な査証付き学術誌に掲載されており、さらに論文引用数も多くなってきております。

今回の新型コロナウイルス感染症の蔓延は「広義の災害」とも位置付けられます。新型コロナウイ

ルス感染症の経済への影響に関連しては、就業者調査（研究 9）、企業調査（研究 10）を行い調査報

告書としてまとめており、政策提言を行うためオピニオンペーパーを作成しています（研究 11、
12、13、14、15）。すでに CEPR が作る『Covid Economics』、『Asian Economic Papers』、
『Vaccines』『Information Economics and Policy』、『Japan and the World Economy』『Frontiers 
in Public Health』といった国際的なジャーナルに成果が掲載されました（研究 16、17、18、19、
20、21）。 
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